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研究成果の概要： 

本研究は、電気通信事業における競争評価（有効競争レビュー）について検討し、特に｢市場

の画定｣に焦点を合わせて、新たな視点を提示することを目標に、経済法学的見地から検討を試

みた。海外諸国の法制度及びその実態を踏まえた比較法的な研究をも行うことによって、現行

法の解釈論のみならず、実態の分析に基づく法政策論も含めて研究を行うものであった。 

本研究は、競争法(独占禁止法)の知見を基礎にして、有効に競争が機能しているかどうかを

判断するための前提となる「市場」のとり方について、電気通信サービスの特性を念頭に置き

ながら、あるべき基準の解明を行った。 
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１．研究開始当初の背景 

電気通信事業分野では、規制改革と技術革

新の進展により、音声/データ/映像/、固定/

移動、無線/有線、ナローバンド/ブロードバ

ンドといった従来の区分が統合・包摂され、

これまでになかった種類のサービスが出現

するなど、IP 化、ブロードバンド化が進み、

競争状況は非常に複雑化してきている。かか

る状況の中、競争の進展状況の評価を適切に
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行い、かつその妥当なあり方について検証を

おこなっていくことの重要性はますます増

大していた。 

 
２．研究の目的 

本研究は、電気通信事業における競争評価

（有効競争レビュー）について検討し、特に

｢市場の画定｣に焦点を合わせて、新たな視点

を提示することを目標に、経済法学的見地か

ら検討を試みるものである。海外諸国の法制

度及びその実態を踏まえた比較法的な研究

をも行うことによって、現行法の解釈論のみ

ならず、実態の分析に基づく法政策論も含め

て研究を行うことを企図した。 

 
３．研究の方法 

本研究の研究調査の方法は、実証的研究、
理論的研究、および比較法的研究の３部から
構成された。 
 
４．研究成果 
 
（１）外国法研究からの成果 

我が国を含む欧米主要国にて、NGN の導入

や新たなサービス開発等が進む中で、通信ネ

ットワークの IP 化時代に対応した競争政策

が模索されている。電気通信事業者の民営化

等に伴って策定されてきた各国における ICT

政策は、主に音声通信サービスの地域競争促

進を主眼に策定されてきたという歴史を持

つが、今日では VoIP サービスの浸透、通信

と放送の融合等とも相まって、競争政策の見

直しを迎える時期となっており、電気通信事

業の競争評価についてもその例外ではない。

一言で競争促進といっても、設備の借用ベー

スでの競争、あるいは自前設備導入を促す競

争、と異なるアプローチがあるが、このよう

な競争政策に関する基本姿勢がこの分野に

おける競争評価にも大きな影響を及ぼすこ

とを明らかにした。  

とりわけ米国においては、競争政策の基本ス

タンスの変化が電気通信事業における競争

評価のあり方に大きなインパクトを与え、そ

れがブロードバンド市場の構造変化をもた

らしていることを明らかにした。そこで、米

国の電気通信事業における企業結合規制の

変遷が市場に与えたインパクトを分析する

ため、1996年連邦通信法改正以降（特に 2001

～2007年）における米国の通信市場の推移に

ついて、データ取得可能な範囲で定量的に調

査・整理（図表化）し、過去の電気通信事業

における競争評価を網羅的に検討すること

によって、その競争政策に対する考え方の変

化との関係について分析した。 

そこで本研究では、近時旺盛な RBOC（ベル

系通信事業者）同士の企業結合によって、米

国の通信市場がどのように構造変化したか

を、米国内（連邦及び代表的な州）の地域通

信市場における競争地域通信事業者（CLEC）

の参入状況及び参入手法（UNE：Unbundled 

Network Element、再販、自前設備）、ILEC・

CLEC間の獲得回線数、および米国のブロード

バンド市場における RBOC、CATV 事業者等の

市場シェアの変化等をみることで調査・検証

し、日本の電気通信事業における競争政策の

在り方について一定の示唆を得た。 

 

（２）理論的分析からの成果 

本研究は、理論的見地から、(1) 電気通信

事業に関する競争評価は、市場の競争環境を

十分踏まえたものになっているか（必要性）、

(2)電気通信事業に関する 競争評価は、公正

かつ自由な競争を維持・促進する上で有効で

あったか（有効性）、(3)電気通信事業に関す

る競争評価は効率的に行われたか（効率性）、

という３つの観点から、海外における過去の

主要事例（電気通信事業に関するもの）を対

象に、①競争制限・促進効果の評価、②問題

解消措置の履行上・制度設計上の評価、③事

後の競争状況の評価の３点について、検証作



 

 

業を行った。以上が、研究成果である。 
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